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I．成果の概要 

 

課題名 1-2001 地域循環共生圏の構築に資する経済的理論及び定量的評価手法の開発と国内

自治体における実証的研究 

課題代表者名 馬奈木 俊介 （国立大学法人九州大学大学院工学研究院 主幹教授） 

 

 

重点課題  主：【重点課題①】持続可能な社会の実現に向けたビジョン・理念の提示 

 

副：【重点課題②】ビジョン・理念の実現に向けた研究・技術開発 

 

行政要請研究テーマ（行政ニーズ）  （1－1）「地域循環共生圏」の創造に向けた理論の構築と地域

での実証 

 

研究実施期間 令和２年度～令和４年度 

 

研究経費 

33,597千円（合計額） 

（各年度の内訳：令和２年度：12,074千円、令和３年度：10,867千円、令和４年度：10,656千円） 

 

研究体制 

（サブテーマ１）地域循環共生圏の構築に資する経済的理論及び定量的評価手法の開発と国内自治

体における実証的研究（九州大学） 

他のサブテーマはない。 

 

研究協力機関 

研究協力機関はない。 

 

本研究のキーワード 地域循環共生圏、新国富指標、自然資本、空間経済学、産業連関表、IWフット

プリント（Inclusive wealth footprint） 

 

１．はじめに（研究背景等） 

 

 2018年4月に閣議決定した第五次環境基本計画において、「地域循環共生圏」の考え方が示された。

この「地域循環共生圏」は都市や農村部といった各地域がそれぞれの特性を生かすとともに、地域の特

性に応じて相互に補完し合い、支え合う関係性を構築し、これによって各地域の自立・分散型の社会形

成を達成し、持続可能な地域づくりを目指すものである。「地域循環共生圏」の構想は、国連による

「持続可能な開発目標（SDGs）」や「パリ協定」といった国際的な潮流とも合致しており、複雑化す

る環境・経済・社会に係る課題を踏まえた上で、複数の課題の統合的な解決を目指すものである。特

に、各地域は美しい自然景観等の比較優位となる地域資源・資本を有しており、それらを最大限活用し

ながら、自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地

域の活力が最大限に発揮されることを目指すという点に概念上の特徴を持っており、その概念の実現化

はSDGsやSociety 5.0の実現にもつながるものである。  

 この構想を実現させていくには、まず、現実の都市部と過疎部における自然資本と人的資本の流出入

の動態の実情を描写する経済理論モデルの開発が求められる。そして、その上で、「地域循環共生圏」
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の考え方に基づいた地域づくりがどの程度達成されているか、実情を評価する手法の確立が求められる

が、本研究開発の実施以前の学術的な理論的支援と評価指標は十分とは言い難かった。既存の評価手法

では都道府県の平均値を各基礎自治体に基づく値を用いるなど、手法とデータが確実ではなかった。そ

こで、本研究開発では持続可能性な発展に資する包括的な地域資源の評価手法として新国富指標を用い

て、経済理論モデルの構築により、自然資本を起点とする人口動態を描写するとともに、市町村レベル

での自然資本・人工資本・人的資本・生態系サービスの流出入を定量的に評価し、地域間交易ネットワ

ークによって引き起こされる富の移転と集積効果を分析する。本研究開発では、さらに、この移転と集

積が地域の持続可能な開発に与える影響を評価する手法の開発、そして、これらを通じて明らかになっ

た科学的エビデンスに基づき、国内自治体との連携のもと実証実験を行う。 

 本研究開発で中核となる新国富指標は、ケネス・アロー教授らノーベル経済学賞受賞者らと共に、本

研究開発代表者が開発し、人工資本（経済資本）に加え、人的資本、自然資本をも統合的に評価する枠

組みであり、英国、米国、中国では既に政策に盛り込まれている。新国富指標による非財務資本の金銭

化は持続可能性の実現に向けたマイルストーンを明確化させる。  

 UNESCO/UNU-IHDP & UNEP (2014)、Managi & Kumar (2018) によると、自然資本は世界中で驚くべ

き速さで枯渇している。また、UNEP (2022) によると、日本は主要国で唯一、少子高齢化の影響によ

り、人的資本が減りはじめている。さらに、これらの包括的な富は相互に依存し合っている。例えば、

世界経済フォーラム（2021）は世界のGDPの50%以上にあたる44兆ドルが自然資本に依存しており、現

状の自然資本の減少が将来的な人工資本、人的資本へも影響を及ぼすことを指摘しており、Pandey et 

al. (2021) はインドにおける大気汚染に起因する死亡者数の分析からは、2019年には167万人に及び、同

国の総死者数のうち、17.8%を占めることを明らかとなり、自然資本の減耗が人的資本を棄損させうる

ことが分かっている。 

 このように持続可能な社会の実現に向けて日本固有の問題点がある。かつ、自然資本、人工資本、人

的資本は相互に影響し合うため、複合的な解決策が求められているため、これに対処可能な「地域循環

共生圏」の姿を経済理論構築・評価システムの開発・自治体での活用化（実証実験）を通じて模索する

ことが求められる。 

 

２．研究開発目的 

 

 本研究開発の目的は新国富指標の概念を援用した経済理論モデルの構築と、新国富指標のもと「地域

循環共生圏」の考え方に基づいた地域づくりを評価するための根底をなす評価システムを開発すること

にある。また、同時に、この指標化をより精度の高いものとしていくため、地域特性や人々の価値観の

多様性を踏まえ、人々の内的要因の変化を考察することも求められる。本研究開発では、この経済理論

と評価システムの構築にその開発の目的を留めず、その妥当性についても検証を行うとともに、実社会

における有用性を担保することを目的とする点に特筆性がある。  

 このため、政策提案・活用化（実証実験）を自治体やコミュニティを対象に行い、その政策が当該地

域の持続可能性を高めるために有効な手段であるか、そして、地域資源を活用し他地域との連携を行う

ことで自立・分散型の社会を形成することが可能かといった視点のもと、社会実験を行い、評価・検証

を行う。また、国内全自治体を対象とした新国富指標の計算結果は、国民対話のためのシンポジウム

や、学会発表だけでなく、地域の特性を可視化するオンラインツール「EvaCva」や、国際学術誌に掲

載の論文を通じてのデータの開示化により広く公開する。これらのツールを閲覧することで、自治体職

員や関係者は、地域の包括的な富の状況を容易に理解することが可能となり、政策の意思決定とその実

行、測定と評価、改善（PDCAサイクル）のために活用することが出来るようになる。  

 これらの研究開発および、自治体との連携のもとでの社会実験、データの公開は、本研究開発が貢献

を目指す「地域循環共生圏」の創造に資するとともに、科学的エビデンスに基づき、将来世代に持続可

能で豊かな自然と社会を残すための具体的な政策提案へと役立つものと考える。また、これらの情報を

活用し、都市と農村・漁村において、それぞれが保有する地域資源の組み合わせから、効果的な連携が
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期待できるパターンを明らかにすることも可能であり、地域循環共生圏を推進するための政策立案を行

う上での有用なツールとなる。  

 さらに、新国富指標を通じた非財務価値の経済価値への換算化の過程は、特に、農村部における農林

水産資源の増加が、単に、脱炭素やネイチャーポジティブの実現だけにとどまらず、それに関わる、

個々人、自治体、各企業にとって経済的価値を有し、各主体の誘因を伴って望ましい選択であることを

自明とする契機ともなる。これは、すでに第五次環境基本計画の中で謳われている「地域における自然

資本・人工資本・人的資本を持続可能な形で最大限に活用し、地域内における環境配慮型の投資・消費

を活発化させていく」との指針とも一致する。 

 

３．研究目標 

全体目標  本研究の全体目標は、内的要因の変化を明示的に考慮した持続可能性評価指

標を活用することで、各地域の特性に応じた形で持続可能性を高める取り組み

の優先度を明らかにするとともに、持続可能な地域づくりを達成するために効

率的な自治体間の連携枠組みを明らかにすることである。 

 

サブテーマ１ 地域循環共生圏の構築に資する経済的理論及び定量的評価手法の開発と国内自

治体における実証的研究 

サブテーマリーダー

/所属機関 
馬奈木 俊介／九州大学 

目標  包括的富の報告書で提案されている包括的富の指標に、アンケート調査から

得られる人々の内的要因の変化や、自治体の経済活動データ、生態系サービス

を含めた自然資本を融合させ、国内全市町村を対象とした評価を実施する。そ

して、これら評価結果を踏まえた形で、自治体が保有する地域資源や特性を明

示的に考慮し政策資源投入の優先度を示すとともに、自立・分散型の社会を形

成するための効果的な政策提言を目指す。さらに、各都市・地域における資本

の集積を測定することで地域循環共生圏の理念に基づいた地域づくりの達成度

を測る。そのために必要となる資本集積の測度の構築および実際の測定を行う

ようにする。 

 加えて、構築された持続可能性評価指標を活用した政策提言アプローチは実

践・検証・再評価を繰り返し行い、現実的な応用にも耐えうるフレームワーク

へと発展させることを目指す。政策提言の中には、地域資源を補完するための

他地域との連携強化や効果的な対策を含んでおり、地域循環共生圏の構築の具

現化に有用な情報を提供する。また、本フレームワークを構築することで、人

口減少社会において持続的な社会システムの必要性が高まる我が国への政策的

示唆を与えるだけでなく、他の先進国や発展途上国における持続可能な発展に

向けた効率的な投資戦略に資する情報を提供することが可能となる。これらの

研究内容から科学エビデンスに基づき、将来世代に持続可能で豊かな自然と社

会を残すための具体的な政策提案を行う。 

 

４．研究開発内容 

 

 「地域循環共生圏」のコンセプトのもと、各自治体は、それぞれが保有する自然資本を最大限活用

し、高めていくことにより、自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え
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合うことにより、脱炭素社会の実現や、地域の活力が最大限に発揮されることを目的に、様々な事業の

展開を行っている。この展開をより実効性の高い試みとしていくには、現実の都市部と過疎部における

自然資本と人的資本の流出入の動態の実情を描写する経済理論モデルの開発と、現状でのその達成度合

いを把握し、次期以降のPDCAサイクルへと反映させるための、実情を評価する手法の確立が求められ

る。また、同時に、この指標化をより精度の高いものとしていくため、地域特性や人々の価値観の多様

性を踏まえた持続可能性指標の構築も求められる。  

 より具体的には、経済理論モデルの開発に関しては、従来の空間経済学モデルに、自然資本と、住民

の自然資本からの効用の要素（混雑効果：地域住民は各地域で自然資本より便益を享受できるが、住民

が増加する程、便益は低下するとの想定）、そして、環境保全技術の要素を加え、長期において実現す

る移住均衡の種類や安定性が、混雑効果や環境保全技術のレベルによってどう変化するかを分析する。

他方、実情を評価する手法の確立としては、他地域産業連関表（MRIO: Multi-regional Input Output）を

用いて、市町村ごと（市町村区単位数：1894（20政令指定都市、194区部、770市、929村））の自然資

本・人工資本・人的資本・生態系サービスの定量的評価システムを構築する。この構築によって、地域

間交易ネットワークによって引き起こされる富の移転と集積効果の分析が可能となる他、ここで示され

る移転と集積が地域の持続可能な開発に与える影響の評価が可能となる。 

 

５．研究成果 

５－１．成果の概要 

 

 本研究開発の学術成果は、人々の内的要因の変化を考察としてLi & Managi (2023)、Li & Managi 

(2022)、Piao & Managi (2022)、Piao et al. (2021a)、Piao et al. (2021b)、経済理論モデルの構築はKurita & 

Managi (2023)、そして、定量的評価手法の開発はChen et al. (2023)として進められている。なお、本研

究開発を通じて明らかとなったこれらの科学的知見は、研究者・学術界に対して認識の共有化が図られ

たほか、研究代表者（馬奈木俊介）が統括代表執筆者を務めるIPBES-IPCC共同報告書をはじめ、国際

機関での報告書や、主要国の政策当事者らによる議論の場でも活用され、Scienceをはじめとするトッ

プジャーナルに数多く掲載されている。 

 本研究開発により示された科学エビデンスを活用し、都市と農村・漁村においてそれぞれが保有する

地域資源の組み合わせから、効果的な連携が期待できるパターンを明らかにすることが可能である。連

携が望ましい自治体の組み合わせを科学的なエビデンスに基づき提案可能なフレームワークを構築する

ことは、地域循環共生圏を推進するための政策立案を行う上での有用なツールになると考える。 

 実際に、上述の分析からは、人口密度が低く過疎化の傾向があるが、自然は豊かであり、農林水産の

従事人口は他よりも高い地域では、他の地域に依存する度合いが高く、このような地域こそ、自然資本

を増やす活動をしない限り、より人口が減る傾向は避けられない現状が明らかとなっている。 

 この事実に基づき、本研究開発では、国内自治体との連携に基づき、オーガニックコットン栽培（福

岡県久山町）、大分県国東市でのサーキュラーエコノミープロジェクト、大分県佐伯市でのブルーカー

ボン事業他を実施している。これらの取り組みは、単に脱炭素社会の実現（自然資本の向上）だけに留

まらず、当該地域の農林水産事業者の持続可能性を向上と、カーボンのクレジット化によって係る地域

の経済的な魅力を高めることを通じての人口増加（人的資本の向上）にも資するものであり、これらの

取り組みは、日本の持続可能な社会の実現に向けたホットスポットへの直接的な対処となる。 

 

５－２．環境政策等への貢献 

 

＜行政等が既に活用した成果＞ 

 一般社団法人 ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアム（Natural Capital Credit 

Consortium）https://nccc.earth/ 
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本研究開発代表者・馬奈木俊介が理事長を務め、事業理念を「カーボンクレジット市場の活性化

を通じた脱炭素社会の実現」とし、「SDGsを原動力とし、特に脱炭素価値の評価、分析、認証及

び助言を通じて、グリーンインフラストラクチャー等に関する地域創生事業に係ることで、二酸

化炭素の削減に寄与する事」を事業目的とする一般社団法人。41の参画企業と、福岡県福岡市な

どの9自治体を参画機関とする。  

 福岡県久山町／「脱炭素チャレンジカップ2023」文部科学大臣賞受賞 

- 同自治体は本研究開発代表者・馬奈木俊介がセンター長を務める九州大学都市研究センターとの

間で、同自治体が直面する諸課題の解決に向け、新国富指標を活用した持続可能なまちづくり

に関する包括提携協定を締結している。 

- 「カーボンネガティブ＆ネイチャーポジティブ」宣言をし、CO2の吸収源として同自治体の山林

や農地を活用し、同自治体と農業従事者の収入増加と、自然資本の増加を目指している。  

 大分県国東市 

- 同自治体は本研究開発代表者・馬奈木俊介がセンター長を務める九州大学都市研究センターとの

間で、同自治体の市民の健康資本（人的資本）の向上と、同自治体内での水・食・住・エネル

ギー分野での自立化を目指し、包括連携協定を結んでいる。  

- 「カーボンネガティブ」宣言をし、同自治体内の森林や農地をCO2吸収源とするほか、成長速度

が速く、成長サイクルの早い「早生桐」を新たに植樹する事業を2022年度より始めている。 

 福岡県中間市 

- 同自治体は本研究開発代表者・馬奈木俊介がセンター長を務める九州大学都市研究センターとの

間で、新国富指標を活用したまちづくりを目標とする連携協定を結んでいる。  

 G7気候・エネルギー・環境大臣会合  

- 成果文書の中に、We are working to include environmental-economic statistics and natural capital 

accountings in our core national economic statistics.（私たちは、環境経済統計及び自然資本勘定を

中核的な国民経済統計に含めていく。）の言及があり、本研究開発チームの助言がG7での会合

での議論に影響をもたらした。したがって本研究開発の成果は、自治体レベルに留まらず、国

レベルでの政策にも波及している。 

 

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞ 

 行政等が既に活用した成果に記述している成果のうち、特に連携する自治体数を拡大していくこ

とが見込まれている。特に、一般社団法人 ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアムを起

点として、カーボンクレジット市場を用いた自治体の保有する自然資本の向上、活用化と経済力

の向上、第一次産業の人口と、自治体全体での人口向上に向けた取り組みを進めていく。 

 

５－３．研究目標の達成状況 

 

全体目標 目標の達成状況 

 本研究の全体目標は、内的要因の変化を明示的

に考慮した持続可能性評価指標を活用すること

で、各地域の特性に応じた形で持続可能性を高め

る取り組みの優先度を明らかにするとともに、持

続可能な地域づくりを達成するために効率的な自

治体間の連携枠組みを明らかにすることである。 

目標を大きく上回る成果をあげた。 

本研究開発のサブテーマは一つであるため、この

評価結果に至った理由及び根拠は、下記のサブテ

ーマ1の目標達成状況に記述する。 

 

サブテーマ１目標 目標の達成状況 
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 包括的富の報告書で提案されている包括的富の

指標に、アンケート調査から得られる人々の内的

要因の変化や、自治体の経済活動データ、生態系

サービスを含めた自然資本を融合させ、国内全市

町村を対象とした評価を実施する。そして、これ

ら評価結果を踏まえた形で、自治体が保有する地

域資源や特性を明示的に考慮し政策資源投入の優

先度を示すとともに、自立・分散型の社会を形成

するための効果的な政策提言を目指す。さらに、

各都市・地域における資本の集積を測定すること

で地域循環共生圏の理念に基づいた地域づくりの

達成度を測る。そのために必要となる資本集積の

測度の構築および実際の測定を行うようにする。 

 加えて、構築された持続可能性評価指標を活用

した政策提言アプローチは実践・検証・再評価を

繰り返し行い、現実的な応用にも耐えうるフレー

ムワークへと発展させることを目指す。政策提言

の中には、地域資源を補完するための他地域との

連携強化や効果的な対策を含んでおり、地域循環

共生圏の構築の具現化に有用な情報を提供する。

また、本フレームワークを構築することで、人口

減少社会において持続的な社会システムの必要性

が高まる我が国への政策的示唆を与えるだけでな

く、他の先進国や発展途上国における持続可能な

発展に向けた効率的な投資戦略に資する情報を提

供することが可能となる。これらの研究内容から

科学エビデンスに基づき、将来世代に持続可能で

豊かな自然と社会を残すための具体的な政策提案

を行う。 

目標を大きく上回る成果をあげた。 

 本研究開発の学術成果は、「人々の内的要因の

変化を考察」「経済理論モデルの構築」「定量的

評価手法の開発」にある。人々の内的要因の変化

を考察としてLi & Managi (2023)、Li & Managi 

(2022)、Piao & Managi (2022)、Piao et al. (2021a)、

Piao et al. (2021b)が報告され、経済理論モデルの

構築はKurita & Managi (2023)、そして、定量的評

価手法の開発はChen et al. (2023)として進められて

いる。なお、これらの科学的知見は、研究者・学

術界に対して認識の共有化が図られたほか、研究

代表者（馬奈木俊介）が統括代表執筆者を務める

IPBES-IPCC共同報告書をはじめ、国際機関での報

告書や、主要国の政策当事者らによる議論の場で

も活用され、Scienceをはじめとするトップジャー

ナルに数多く掲載されている。  

 また、行政においても既にその成果は地方自治

体と国の政策決定に活用されている。本研究開発

代表者・馬奈木俊介がセンター長を務める九州大

学都市研究センターは、福岡県久山町、大分県国

東市、福岡県中間市との間で協定を結び、本研究

開発を通じて明らかになった一次産業従事者が多

い、過疎部における自然資本の減少の食い止め、

向上と、人的資本の向上を目指し、同自治体内の

森林や農地、漁業資源をCO2吸収源とするカーボ

ンクレジットを活用しての事業化を進めている。

この試みは、本研究開発代表者・馬奈木俊介が理

事長を務め、41の参画企業と、福岡県福岡市など

の9自治体を参画機関とする、一般社団法人 ナチ

ュラルキャピタルクレジットコンソーシアムに集

約化されている。さらに、G7気候・エネルギー・

環境大臣会合の成果文書の中に本研究開発の成果

は盛り込まれており、本研究開発の成果は、自治

体レベルに留まらず、国レベルでの政策にも波及

している。 

 

６．研究成果の発表状況 

 

６－１．査読付き論文 

＜件数＞ 

152 件 
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＜主な査読付き論文＞ 

 Pörtner, H. O., Scholes, R. J., Arneth, A., Barnes, D. K. A., Burrows, M. T., Diamond, S. E., Duarte, C. M., 

Kiessling, W., Leadley, P., Managi, S., McElwee, P., Midgley, G., Ngo, H. T., Obura, D., Pascual, U., 

Sankaran, M., Shin, Y. J., & Val, A. L. 2023. “Overcoming the coupled climate and biodiversity crises and 

their societal impacts”, Science (IF:63.832), 380(6642), eabl4881. 

 Managi, S., Islam, M., Saito, O., Stenseke, M., Dziba, L., Lavorel, S., ... & Hashimoto, S. (2022). Valuation 

of nature and nature’s contributions to people. Sustainability Science (IF: 7.196), 17(3), 701-705. 

 Li, C., & Managi, S. (2023). Income raises human well-being indefinitely, but age consistently slashes it. 

Scientific Reports (IF: 4.996), 13(1), 5905. 

 Kurita, K., & Managi, S. (2023). New economic geography model with natural capital and migration 

congestion effect. Economic Analysis and Policy (IF:4.66), 77, 635-641. 

 Li, C., & Managi, S. (2022). Spatial variability of the relationship between air pollut ion and well-being. 

Sustainable Cities and Society (IF:10.696), 76, 103447. 

 Piao, X., & Managi, S. (2022). Donations for environmental sustainability and subjective well -being: 

Evidence from 37 nations. Resources, Conservation and Recycling (IF:13.716), 187, 106609. 

 Piao, X., Ma, X., Tsurumi, T., & Managi, S. (2021). Social Capital, Negative Event, Life Satisfaction and 

Sustainable Community: Evidence from 37 Countries. Applied Research in Quality of Life (IF:3.447), 1-20. 

 Piao, X., Ma, X., & Managi, S. (2021). Impact of the intra-household education gap on wives’ and 

husbands’ well-being: evidence from cross-country microdata. Social Indicators Research (IF:2.935), 156, 

111-136. 

 Pörtner, H. O., Scholes, R. J., Agard, J., Archer, E., Arneth, A., Bai, X., . .. Managi S., ... & Ngo, H. (2021). 

Scientific outcome of the IPBES-IPCC co-sponsored workshop on biodiversity and climate change.  

IPBES-IPCC共同報告書、研究代表者（馬奈木俊介）が統括代表執筆者を務める。 

 

６－２．知的財産権 

 

 特に記載すべき事項はない。  

 

６－３．その他発表件数 

 

査読付き論文に準ずる成果発表 7 件 

その他誌上発表（査読なし） 17 件 

口頭発表（学会等） 22 件 

「国民との科学・技術対話」の実施 9 件 

マスコミ等への公表・報道等 109 件 

本研究費の研究成果による受賞 2 件 

その他の成果発表 0 件 

 

７．国際共同研究等の状況 

 

 本研究開発に係る主な国際共同研究等の状況は下記の通りである。  
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⚫ 新国富指標活用し、大気汚染が人的資本をどの程度低下させるかを分析  

[成果物] 

 Pandey, A., Brauer, M., Cropper, M. L., Balakrishnan, K., Mathur, P., Dey, S., ... Managi S., ... & Dandona, 

L. (2021). Health and economic impact of air pollution in the states of India: the Global Burden of Disease 

Study 2019. The Lancet Planetary Health (IF:28.75), 5(1), e25-e38. 

[主な共同研究者、背景など] 

 ワシントン大学ヘルス指標・評価センター（IHME: Institute for Health Metrics and Evaluation）の教授

で、インド公衆衛生財団で特別研究教授を務める Lalit Dandona 博士らとの国際共同研究。  

 自然資本の減耗が人的資本を棄損させうることを明らかとしている。  

 この成果は、医学誌 The Lancet Planetary Health に掲載され学術界から注目された他、現地、イン

ドの主要メディアである The Times of India 紙の一面を飾るなど、一般社会に対しても同国際共同研

究から得られた科学的知見の共有化が図られている。  

 

⚫ 気候変動問題と生物多様性危機を複合的に議論する必要性を科学的根拠に基づき提唱  

[成果物] 

 Pörtner, H. O., Scholes, R. J., Agard, J., Archer, E., Arneth, A., Bai, X., ... Managi S., ... & Ngo, H. (202 1). 

Scientific outcome of the IPBES-IPCC co-sponsored workshop on biodiversity and climate change. 

 Pörtner, H. O., Scholes, R. J., Arneth, A., Barnes, D. K. A., Burrows, M. T., Diamond, S. E., Duarte, C. M., 

Kiessling, W., Leadley, P., Managi, S., McElwee, P., Midgley, G., Ngo, H. T., Obura, D., Pascual, U., 

Sankaran, M., Shin, Y. J., & Val, A. L. 2023. “Overcoming the coupled climate and biodiversity crises and 

their societal impacts”, Science (IF:63.832), 380(6642), eabl4881. 

[主な共同研究者、背景など] 

 ヘルムホルツ極地海洋研究センター（ドイツ／ブレーマーハーフェン）のアルフレッドウェゲナー

極地海洋研究所（AWI: Alfred Wegener Institute, Helmholtz Centre for Polar and Marine Research）で教

授を務める Hans-Otto Pörtner 博士らとの国際共同研究。  

 同国際共同研究は、IPBES-IPCC 共同報告書の形で取りまとめられており、研究代表者（馬奈木俊

介）は統括代表執筆者を務めている。  

 この成果は、Science にも掲載されている。 

 同国際共同研究は、本研究開発を通じて明らかとなった科学的知見の研究者・学術界に対して認識

の共有化を図るとともに、主要国の政策当事者への知見の提供する役割を担っている。  

 

 

８．研究者略歴 

 

研究代表者 

馬奈木 俊介 

米国ロードアイランド大学 Ph.D. Environmental and Natural Resource Economics、米国サウスカ

ロライナ州立大学講師、東北大学准教授などを経て、現在、九州大学大学院主幹教授および九

州大学都市研究センター センター長 
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研究分担者 

1) 藤井 秀道 

広島大学大学院国際協力研究科博士課程修了、九州大学総長補佐（産学連携） 

現在、九州大学大学院経済学研究院教授 

2) 木附 晃実 

ミネソタ大学 Ph.D. in Applied Economics、TA（ミネソタ大学） RA（総合地球環境学研究

所、一橋大学、ミネソタ大学）  

現在、九州大学基幹教育院准教授  

3) 岸上 祐子 （旧参画者） 

研究期間：2020年6月1日～2021年9月30日まで参画 

東北大学大学院環境科学研究科博士課程修了、北陸先端科学技術大学院大学研究員  

現在、九州大学大学院工学研究院特任助教 

4) YOO Sunbin （旧参画者） 

研究期間：2020年10月1日～2021年10月31日まで参画 

東京大学大学院新領域創成科学研究科博士課程修了  

現在、九州大学都市研究センター助教  

5) 𠮷田 賢一 （新規参画者：3)、4)の者と交代で参画） 

研究期間：2021年11月1日～2023年3月31日まで参画 

早稲田大学大学院商学研究科商学専攻博士後期課程修了、早稲田大学ビジネス・ファイナンス

研究センター助手 

現在、九州大学都市研究センター特任助教  

6) CHEN Shuning （新規参画者） 

研究期間：2022年4月1日～2023年3月31日まで参画 

京都大学大学院農学研究科博士後期課程修了、公益財団法人地球環境産業技術研究機構システ

ム研究グループ 研究員 

現在、九州大学都市研究センター特任助教  

7) 若松 美保子 

応募申請時では研究分担者だったが、他機関へ異動のため2020年4月1日付にて研究協力者とし

て参画した。 

米国・ロードアイランド大学大学院環境・天然資源経済学博士課程修了、九州大学大学院工学

研究院助教 

現在、東京海洋大学海洋学術研究院准教授 

  



 

10 

1-2001 

Ⅱ．成果の詳細 

 

Ⅱ－１ 地域循環共生圏の構築に資する経済的理論及び定量的評価手法の開発と国内自治体における

実証的研究 

 

研究代表者（サブテーマリーダー） 

馬奈木 俊介 九州大学 都市研究センター センター長 

 

研究分担者 

1) 藤井 秀道 九州大学大学院経済学研究院教授  

2) 木附 晃実 九州大学基幹教育院准教授  

3) 岸上 祐子 九州大学大学院特任助教  

- 【旧参画】 研究期間：2020年6月1日～2021年9月30日まで参画 

4) YOO Sunbin 九州大学都市研究センター助教  

- 【旧参画】 研究期間：2020年10月1日～2021年10月31日まで参画 

5) 𠮷田 賢一 九州大学都市研究センター特任助教 

- 【新規参画】 3)、4)の者と交代で参画 

6) CHEN Shuning 九州大学都市研究センター特任助教  

- 【新規参画】 研究期間：2022年4月1日～2023年3月31日まで参画 

7) 若松 美保子 東京海洋大学海洋学術研究院准教授  

- 応募申請時では研究分担者だったが、他機関へ異動のため2020年4月1日付にて研究協力者とし

て参画した。 

 

［要旨］ 

 本研究開発（本サブテーマ）は「地域循環共生圏」の経済理論をつくり実証を行った。そのために新

国富指標の概念を用いた経済理論モデルの構築と、新国富指標のフットプリントを示すことによって地

域の持続可能性を評価するシステムを開発した。これらの分析からは、人口密度が低く過疎化の傾向が

あるが、自然は豊かであり、農林水産の従事人口は他よりも高い地域では、他の地域に依存する度合い

が高く、このような地域こそ、自然資本を増やす活動をしない限り、より人口が減る傾向は避けられな

い現状が明らかとなった。この含意に基づき、本研究開発（本サブテーマ）では、自然資本・人的資本

減少の抜本的な解決のためには、当該自治体内の森林や農地、漁業資源をCO2吸収源とするカーボンク

レジットを活用しての事業化が望ましいとの結論に達し、実際に複数自治体との間で係る社会実装を行

っている。 

 

１．研究開発目的 

 

 本研究開発のサブテーマは一つであるため、I．成果の概要の２．研究開発目的と内容が同一とな

る。以下では、その内容を箇条書きにして、簡潔に記述する。 

 本研究開発（本サブテーマ）の目的は、新国富指標の概念を援用した経済理論モデルの構築と、

新国富指標のもと「地域循環共生圏」の考え方に基づいた地域づくりを評価するための根底をな

す評価システムを開発することにある。  

 本研究（本サブテーマ）で開発し、計測された科学的エビデンスは、広く閲覧可能な形で開示

し、自治体職員や関係者が、地域の包括的な富の状況を容易に理解することが可能となり、政策

の意思決定とその実行、測定と評価、改善（PDCAサイクル）のために活用することが出来るよう

になる。 

 本研究開発（本サブテーマ）では、この経済理論と評価システムの構築にその開発の目的を留め
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ず、政策提案・活用化（実証実験）を自治体やコミュニティを対象に行う。この社会実験の試行

は、「地域循環共生圏」の創造に資するとともに、科学的エビデンスに基づき、将来世代に持続

可能で豊かな自然と社会を残すための具体的な政策提案へと役立つものと考える。  

 新国富指標を通じた非財務価値の経済価値への換算化の過程は、特に、農村部における自然資本

の増加が、単に、脱炭素社会やネイチャーポジティブの実現だけにとどまらない。それに関わ

る、個々人、自治体、各企業にとって経済的価値を有し、各主体の誘因を伴って望ましい選択で

あることを自明とする契機となる。 

 

２．研究目標 

 

 包括的富の報告書で提案されている包括的富の指標に、アンケート調査から得られる人々の内的要因

の変化や、自治体の経済活動データ、生態系サービスを含めた自然資本を融合させ、国内全市町村を対

象とした評価を実施する。そして、これら評価結果を踏まえた形で、自治体が保有する地域資源や特性

を明示的に考慮し政策資源投入の優先度を示すとともに、自立・分散型の社会を形成するための効果的

な政策提言を目指す。さらに、各都市・地域における資本の集積を測定することで地域循環共生圏の理

念に基づいた地域づくりの達成度を測る。そのために必要となる資本集積の測度の構築および実際の測

定を行うようにする。 

 加えて、構築された持続可能性評価指標を活用した政策提言アプローチは実践・検証・再評価を繰り

返し行い、現実的な応用にも耐えうるフレームワークへと発展させることを目指す。政策提言の中に

は、地域資源を補完するための他地域との連携強化や効果的な対策を含んでおり、地域循環共生圏の構

築の具現化に有用な情報を提供する。また、本フレームワークを構築することで、人口減少社会におい

て持続的な社会システムの必要性が高まる我が国への政策的示唆を与えるだけでなく、他の先進国や発

展途上国における持続可能な発展に向けた効果的な投資戦略に資する情報を提供することが可能とな

る。これらの研究内容から科学的エビデンスに基づき、将来世代に持続可能で豊かな自然と社会を残す

ための具体的な政策提案を行う。 

 

３．研究開発内容 

 

人々の内的要因の変化を考察 

 人々のウェルビーイング・幸福度と、所得、年齢  1）、社会的ネットワークやネガティブイベント  2）

との関係について分析することで、社会構造が内的要因に対してどのような影響を持つかを明らかにす

る。また、ウェルビーイングと人的資本（教育資本）との関係に焦点を当てるべく、家庭内教育格差に

着目した研究も行う 3）。さらに、ウェルビーイングと自然資本との向き合い方  4）、ウェルビーイング

と大気汚染部室との関係 5） に関しても分析を行う。いずれの分析でも、膨大なサンプルと洗練化され

た統計手法のもと、精緻な検証を実施し、科学的なエビデンスの獲得を実現させている。  

 

経済理論モデルの構築 

 従来の空間経済学においてモデル分析の対象とされてきた、立地、財のバラエティ性、人々の移動に

加えて、自然資本、人的資本の長期での動態を考察対象の変数として加えた経済理論モデルを開発した 

6）。この経済モデルにより、現実の都市部と過疎部における自然資本と人的資本の流出入の動学的モデ

ル化が可能となり、循環型経済の実現に向けてのシミュレーションを通じての検証を実現化させてい

る。 

 

定量的評価手法の開発 

 自然資本には、経済活動によって破壊されてはならない特定の環境機能があり、自然資本を人工資本

へと代替することには限界が存在すると主張する強い持続可能性（strong sustainability）と、人間の活
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動における自然資本と社会経済資本の相互代替性を認識し、人工資本、自然資本、人的資本の複合スト

ック間のバランスを意識し、維持、向上させていくことを焦点とすることを主張する弱い持続可能性

（weak sustainability）の考え方が存在する。現在の社会経済システムの大枠の維持を前提とし、それを

持続可能な社会システムへと昇華することを目指す本研究開発では、後者の視点のもと定量的評価手法

の開発を行っている。 

 この理念と融和性が高い、既存の定量的評価手法はエコロジカル・フットプリント（ecological 

footprint）であるが、上述の人々の内的要因の変化を考察から明らかになっているように、自然資本以

外にも、人々の福祉（ウェルビーイング）の向上に資する社会経済要因は存在することから、本研究開

発では、それらをも考慮したIWフットプリント（Inclusive wealth footprint）の構築を行っている。 

 分析フレームワークとして、IO（Input-Output）経済学の理論に基づく空間生態系外部性の推計に、

社会経済要因を追加している。そして、データソースとして、多地域産業連関 (MRIO: Multi-regional 

Input Output) データを用いることで、地域（都市、州、国など）の財・サービスの最終需要が、産業

間の需給連関を通じてどのように結びついているかをより深く理解することが可能となっている 7）。 

 以上の手法による定量的評価手法の開発は、市町村ごとの自然資本・人工資本・人的資本、生態系サ

ービスを定量的に評価することと、地域間交易ネットワークによって引き起こされる新国富指標の移転

と集積効果を分析すること、そして、この移転と集積が地域の持続可能な開発に与える影響を評価する

ことを可能とする。 

 

４．結果及び考察 

 

人々の内的要因の変化を考察 

 人々のウェルビーイングと、所得、年齢との関係について、160万件におよぶグローバルデータセッ

トを用いた構造的因果モデルによって、すべての観察可能な因果経路を考慮し、分析した  1）。同研究

での分析からは、人々は年齢が高くなるにつれてウェルビーイングが下がる傾向があり、この傾向は年

齢が高くなるほど大きくなる。また、人々は所得の増加によりウェルビーイングを高める傾向がある

が、その傾向は逓減していくことを確認している。  

 また、社会関係資本（social capital）とネガティブイベントが人々の主観的な幸福度に与える影響

を、6大陸37ヶ国に及ぶ個人レベルの横断調査データを用いて調査した 2）。同研究での調査の結果、ネ

ガティブイベントは人々の主観的な幸福度に対して、高所得国、非高所得国のいずれでも負の影響を与

えた一方で、社会的ネットワークと人々の主観的な幸福度との関係は、37ヶ国すべてにおいて高い関連

性を示すものの、その効果の度合いは国によって大きく異なることが明らかとなった。  

 家庭内教育格差と人々の主観的な幸福度との間の関係について6大陸32ヶ国を対象とする独自のイン

ターネット調査データを用いて分析した 3）。同研究での分析の結果、家庭内教育格差が大きいほど、

夫、妻ともに生活満足度は低くなり、特に、妻、あるいは夫の学歴がパートナーよりも長い場合、他の

グループ（夫婦で同程度の学歴の場合や、パートナーよりも学歴が低い妻、あるいは夫の場合）と比べ

て、主観的な幸福度が低くなることが明らかになっている。 

 人々の環境面での持続可能性に資する寄付とウェルビーイングの関係について、6大陸37ヶ国、

100,956人を対象とする大規模なインターネットと対面を通じて行い、目標フレーミング理論に従って

検討した 4）。また、人々の寄付・ボランティア活動とポジティブ・ネガティブ感情との関係は、順序

ロジットモデルにより分析している。本研究の分析からは、現金や物品を寄付、または、ボランティア

活動に従事する人はポジティブな感情を経験する確率が高く、ネガティブな感情に陥る可能性が低いこ

とが明らかとなり、この傾向は、中国、インド、米国、そして、日本等、37ヶ国中27ヶ国で確認されて

いる。 

環境問題のうち大気汚染に着目し、二酸化硫黄（SO2）、窒素酸化物（NOx）、微小粒子状物質

（PM2.5）といった大気汚染が、人々の感情や身体の健康、幸福度とどのような関係があるか分析を行

った 5）。同研究では、大気汚染物質について、それぞれ246,782、334,065、300,796件の観測データの
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もと検証を行い、SO2、NOx、PM2.5は人々の幸福度に対して負の相関があることを確認している。  

 

国際機関での報告書 

 上述の人々の内的要因の変化を考察から得られた科学的知見は、研究者・学術界に対して認識の共有

化が図られている。また、本研究開発を通じて得られている知見は、研究代表者（馬奈木俊介）が統括

代表執筆者を務めるIPBES-IPCC共同報告書 8）をはじめ、国際機関での報告書や、主要国の政策当事者

らによる議論の場でも活用されている。特に、IPBES-IPCC共同報告書 8）では、本研究開発の研究代表

者（馬奈木俊介）が統括代表執筆者を務め、その成果は、Scienceにおいても学術論文としても報告さ

れている 9）。これらの文献 8）、9）では、それぞれ別の問題として扱われることが多かった「気候」と

「生物多様性」に係る問題はその双方が密接に関係し合うため、両方に目を向けた対策に取り組む必要

性が指摘されたほか、これらへの社会の関連性を明らかにし、持続可能な社会を実現していくためのロ

ードマップが示されている。 

 

経済理論モデルの構築 

 理論モデルの構築とシミュレーションにより、長期において実現する移住均衡の種類や安定性は、自

然資本の混雑効果や、環境保全技術の水準によって変化することが明らかとなっている  6）。 

 現実には人口減少が進むと、あらゆる資本は減ることが想定される。同研究の成果や、この想定をも

とに拡大的に解釈するならば、人口減少しても、自然資本増加プログラムのような仕組みが地方の過疎

地域で出来るとすると、そのプログラムが経済性を高めるのとともに、雇用も生むので、中長期的には

人的資本は増加する。このようなメカニズムが適切に作用するのであれば、国全体での人口が減少する

ことが確実視される日本にあっても、メガシティから地方（過疎地域）へと移住が進むと、持続可能性

に資する全体としての資本は向上する道筋は描けるとの政策的インプリケーションは提示可能である。  

 

定量的評価手法の開発 

 日本のほとんどの都市のIWフットプリント（Inclusive wealth footprint）は、都市間の生産・消費活動

に参加し、地域間のバリューチェーン（産業連関表上の付加価値）に何らかの貢献をしている。都道府

県レベルでは、東京都が前方および後方連携における富の集積の中心地となっているが、東京都と大阪

府だけが、生態系を調整するサービス能力に余力がなく、消費を行うことが出来ない。日本の他のほと

んどの都市は、天然資源の全般的な切り下げと人的資本の不十分な投資に直面している  7）。 

 また、同研究からは、人口密度が低く過疎化の傾向があるが、自然は豊かであり、農林水産の従事人

口は他よりも高い地域では、他の地域に依存する度合いが高く、このような地域こそ、自然資本を増や

す活動をしない限り、より人口が減る傾向は避けられない現状も明らかとなっている。このような現状

を踏まえると、自然資本減少の抜本的な解決のためには、当該自治体内の森林や農地、漁業資源をCO2

吸収源とするカーボンクレジットを活用しての事業化が適している。さらに、社会実装の対象には、郊

外に位置し、土地代金が安く、既存の土地を改変するコストが相対的に安価となる自治体が最適とな

る。 

 

国内自治体における実証的研究  

 経済理論モデルの構築ならび定量的評価手法の開発から示された政策的インプリケーションに基づ

き、本研究開発では、国内自治体との連携に基づき、オーガニックコットン栽培（福岡県久山町）、大

分県国東市でのサーキュラーエコノミープロジェクト、大分県佐伯市でのブルーカーボン事業他を実施

している。これらの取り組みは、単に脱炭素社会の実現（自然資本の向上）だけに留まらず、当該地域

の農林水産事業者の持続可能性を向上と、カーボンのクレジット化によって係る地域の経済的な魅力を

高めることを通じての人口増加（人的資本の向上）にも資するものであり、これらの取り組みは、日本

の持続可能な社会の実現に向けたホットスポットへの直接的な対処となる。なお、この試みは、本研究

開発代表者・馬奈木俊介が理事長を務め、41の参画企業と、福岡県福岡市などの9自治体を参画機関と
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する、一般社団法人 ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアム（Natural Capital Credit 

Consortium）に集約化されている。  

 

５．研究目標の達成状況 

 

目標を大きく上回る成果をあげた。  

 

 本研究開発の学術成果は、「人々の内的要因の変化を考察  1)、2)、3)、4)、5)」「経済理論モデルの構築 

6）」「定量的評価手法の開発 7）」にある。なお、本研究開発を通じて明らかとなったこれらの科学的

知見は、研究者・学術界に対して認識の共有化が図られたほか、研究代表者（馬奈木俊介）が統括代表

執筆者を務めるIPBES-IPCC共同報告書 8）をはじめ、国際機関での報告書や、主要国の政策当事者らに

よる議論の場でも活用され、Scienceをはじめとするトップジャーナルに数多く掲載されている。  

 本研究開発により示された科学エビデンスを活用し、都市と農村・漁村においてそれぞれが保有する

地域資源の組み合わせから、効果的な連携が期待できるパターンを明らかにすることが可能である。連

携が望ましい自治体の組み合わせを科学的なエビデンスに基づき提案可能なフレームワークを構築する

ことは、地域循環共生圏を推進するための政策立案を行う上での有用なツールになると考える。  

 実際に、上述の分析からは、人口密度が低く過疎化の傾向があるが、自然は豊かであり、農林水産の

従事人口は他よりも高い地域では、他の地域に依存する度合いが高く、このような地域こそ、自然資本

を増やす活動をしない限り、より人口が減る傾向は避けられない現状が明らかとなっている。 

 本研究開発代表者・馬奈木俊介がセンター長を務める九州大学都市研究センターは、福岡県久山町、

大分県国東市、福岡県中間市との間で協定を結び、本研究開発を通じて明らかになった一次産業従事者

が多い、過疎部における自然資本の減少の食い止め、向上と、人的資本の向上を目指し、同自治体内の

森林や農地、漁業資源をCO2吸収源とするカーボンクレジットを活用しての事業化を進めている。この

試みは、本研究開発代表者・馬奈木俊介が理事長を務め、41の参画企業と、福岡県福岡市などの9自治

体を参画機関とする、一般社団法人 ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアム（Natural Capital 

Credit Consortium）に集約化されている。さらに、G7気候・エネルギー・環境大臣会合の成果文書の中

に本研究開発の成果は盛り込まれており、本研究開発の成果は、自治体レベルに留まらず、国レベルで

の政策にも波及している。 
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 馬奈木俊介. (2022). 私の Vision と経営戦略 九州大学 都市研究センター長・主幹教授・工学研究

院教授 馬奈木俊介氏 学術論文に基づく SDGs の社会実装へ 医学住宅, 温泉医学を自治体で実証

実験. 『Vision と戦略: 医療・福祉経営の新時代と人財を創る』, 19(1), 2-6. 

 岸上祐子, & 馬奈木俊介. (2022). サーキュラーエコノミーからの新国富の上昇: 人工資本・人的資

本・自然資本 (特集 サーキュラーエコノミーから見た社会の展望  : 化学工学の研究者へ)」、化学

工学会『化学工学』86(2), 49-52. 

 馬奈木俊介. (2022). 自然資本の軽視は経営リスクに, 学者が斬る視点論点, 毎日新聞出版, 『週刊

エコノミスト』, 発売日2022.11.1. 

 馬奈木俊介. (2022). 「幸福」追求で企業価値が向上する, 学者が斬る視点論点, 毎日新聞出版, 

『週刊エコノミスト』, 発売日2022.12.6. 

 馬奈木俊介. (2023).企業主導でカーボンクレジット急伸, 学者が斬る視点論点, 毎日新聞出版, 『週

刊エコノミスト』, 発売日2023.1.17. 

 馬奈木俊介. (2023). 投資や需要を喚起する企業の「ESG」, 学者が斬る視点論点, 毎日新聞出版, 

『週刊エコノミスト』, 発売日2023.2.21. 
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 馬奈木俊介, 人的資本の軽視が企業価値に影響, 学者が斬る視点論点, 毎日新聞出版, 『週刊エコ

ノミスト』, 発売日2023.3.28. 

 

（２）口頭発表（学会等） 

【サブテーマ１】 

1. Invited Speech, “Future of Semiconductor and Technology” 2022 Japan-Taiwan Science Cooperation: 

Strategic Cooperation and Capacity Building for Semiconducotr Technology (2022 台日科学技術対話: 半

導体科学技術の戦略協力と人材育成), Dec 6th, 2022, Taipei, Taiwan. 

2. Keynote Speech, “Inclusive Wealth Footprint: Cross-border Movement of Natural, Human and Produced 

Capital"” Economics of Natural Resources and the Environment 8th Conference, Dec 3 rd., 2022, Athens, 

Greece (virtual). 

3. Invited Speech, “Investment to Natural and Human Capital in oil-exporting countries” Managing resources 

in oil-exporting countries: challenges and policies for resilient and sustainable economies, St. Catherine’s 

College, University of Oxford, 2022, Dec 1st, 2022, Oxford, UK. 

4. Invited Speech, “Climate Change as Natural Capital Management Strategy” Climate change and agricultural 

land use system management in China, UN Climate Change Conference (COP27), Nov 6 th, 2022, Sharm El-

Sheikh, Egypt (virtual). 

5. Keynote Speech, “Inclusive Wealth Footprint: Cross-border Movement of Nature, Human, and Produced 

Capital” CERCIS Annual Conference 2022, Sep 29 th, 2022, Ferrara, Italy. 

6. Keynote Speech, “Measureing Sustainability and Wellbeing”, Symposium: Finding a Common Language for 

Well-Being and Inclusive Growth; Connecting Medicine, Chemistry, and Sustainability Science” Karolinska 

Institutet, August 29th, 2022, Stockholm, Sweden. 

7. Keynote Speech, “Sustainability: An Analysis with Inclusive Wealth”, PACE2022: International Conference 

on Theory and Policies of Green and Low-carbon Development, June 18 th, 2022, Beijing, China (virtual). 

8. Invited Speech, “Modeling Methods for Tracing & Forecasting the Cross-border Movement of Inclusive 

Wealth Footprint”, Modeling Dynamic Systems for Sustainability Science, 9 May 2022, Harvard Univeristy 

and MIT, MA, USA (virtual). 

9. Invited Speech, Satellite: Its application to environmental and resource economics, “Progress in Adoption of 

Sustainable Agriculture in India: Barriers and Opportunities” April 27, Scheme for P romotion of Academic 

and Research Collaboration, MOE, Govt. of India Sponsored, India (Virtual Event).  

10. Invited Speech, What needs to be done to progress together at different paces?, “Mitigating GHG emissions 

in agriculture in an interconnected world: Identifying challenges, discussing solutions” OECD – Agriculture 

and Agri-Food Canada workshop, April 11-12, Paris, OECD (Virtual Event). 

11. Invited Speech, “Sustainability measure from the space”, 2022/01/26, NASA 2022 (virtual).  

12. Invited Speech, “Energy for sustainability: Analysis with Inclusive Wealth”, 2022 I2CNER ANNUAL 

SYMPOSIUM: CARBON MANAGEMENT INCLUDING NEGATIVE EMISSION TECHNOLOGIES, 

2022/01/25, Kyushu University (virtual). 

13. Invited Speech, “Modeling methods for evaluating whether policy proposals are likely to promote 

sustainable development”, MODELING DYNAMIC SYSTEMS FOR SUSTAINBILITY SCIENCE, 

2022/01/21, Harvard & MIT (virtual). 

14. Invited Speech, “Where to for Japan in the CE?”, The rise of the circular economy, Kyushu University 

Institute for Asian and Oceanian Studies (Q-AOS) International Seminar (virtual), 2021.12. 

15. Invited Speech, “The interplay between energy demand, natural capital and behavioural science”, Influence 

of Social and Behavioural Factors on Energy Demand, 28 October 2021, Singapore Inte rnational Energy 

Week (SIEW) 2021 (virtual). 

16. Invited Talk on “Bangladesh at 50: Inclusive Wealth in South Asia concentrating on Bangladesh” & Special 



 

28 

1-2001 

Conference Event - A Round Table Discussion for the “Bangladesh at 50: from the test case to a 

development role model Two-day international webinar streamed globally, (joint with Professor Sir Partha 

Dasgupta (University of Cambridge, United Kingdom), Professor Edward Barbier (Colorado State 

University, United States), Professor Carl Folke (Beijer Institute, Sweden)) University of Queensland, 

Australia, October 8, 2021. 

17. Chair for the Challenges of Decarbonization Polices and Technological Innovation toward Carbon Neutral 

Society in East Asia, Pre-Conference of SEEPS2021 (joint with representative of China, Korea, Taiwan, UK 

and Japan), September 24, 2021. 

18. Invited Speech, “Value for Nature: Dasgupta Review”, Be Nature Positive!! - Conservation and Sustainable 

Use of Biodiversity –, 1 July 2021, Chair of the CPTPP Commission in 2021 (virtual).  

19. Panelist, IPBES-IPCC Report media launch, 10 June 2021, London (virtual).  

20. Invited Speech, “Inclusive Wealth: Measurement for Sustainability (Agency and Governance)”, Advancing 

Methods for Modeling Systems to inform Sustainability Science, 7-11 June 2021, Harvard Univeristy and 

MIT, MA, USA (virtual). 

21. Invited Speech, “Inclusive Wealth with Natural Capital Measurement for Sustainability”, HDRO SEMINAR 

ON: UNEP PANEL ON THE INCLUSIVE WEALTH INDEX, Human Development Report Office, 27 May 

2021, Washington (virtual). 

22. Keynote Speech, “Measuring sustainable progress for SDGs: Case for Indonesia”, Fiscal Policy Instruments 

and Green Development, Hosted by the Asian Development Bank (ADBI), Indonesia Ministry of Finance 

and University of Indonesia, 25 February 2021, London (virtual), 2021. 

 

（３）「国民との科学・技術対話」の実施 

【サブテーマ１】 

 馬奈木俊介（研究代表者）、みらい甲子園、九州北部エリア大会、高校生が考えた SDGs アクショ

ンアイデアプランを講評、主催：SDGs Quest みらい甲子園九州北部エリア大会実行委員会、2023 年

3 月 21 日. 

 Chen Shuning（研究分担者）、さくらオンラインプログラム水俣研修、熊本県水俣市、研修生及び大

学生向け 講演『新国富指標による地域持続可能性』、2022 年 10 月 4 日. 

 馬奈木俊介（研究代表者）、第 9 回地域づくり政策セミナー、福岡県福岡市、一般市民向け、オン

ライン参加型 講演『新国富指標による SDGs 目標の優先度』、2022 年 10 月 6 日. 

 Chen Shuning（研究分担者）、さくらサイエンス水俣プログラム 2021、熊本県水俣市、研修生及び

大学生向け 講演『新国富指標による地域持続可能性』、2021 年 11 月 16 日. 

 岸上 祐子（旧参画者）、糸島で研究されている未来エネルギーについて、福岡県糸島市（前原東中

学校）、前原東中学校１学年部（総合学習 いとしま学・エネルギーコース）、2021 年 10 月 28 日. 

 馬奈木俊介（研究代表者）・研究代表者研究室、Quries プログラム（理系インターンシップ制度：

女子高生インターンシップの受入）、2022 年 8 月 17 日～23 日. 

 馬奈木俊介（研究代表者）・研究代表者研究室、Quries プログラム、講演『新たな国の豊かさを、

技術と経済ではかる』、2021 年 8 月 20 日. 

 馬奈木俊介（研究代表者）・研究代表者研究室、Quries プログラム（理系インターンシップ制度：

女子高生インターンシップの受入）、2021 年 8 月 16 日～20 日. 

 馬奈木俊介（研究代表者）、福岡県立筑前高校、高校生向け、講演『SDGs の意義と社会とのつなが

り』、2020 年 7 月 9 日. 

 

（４）マスコミ等への公表・報道等 

【サブテーマ１】 



 

29 

1-2001 

2020年度（2020年4月1日-2021年3月31日） 

1. SDGsの視点で見る大学の学び 全体概観 数値目標にとらわれすぎず、一歩でも前進させる取り組

みを, 『VIEW21』高校版 2020年度 4月号 令和2年4月1日. 

2. 実社会の課題に取り組む自治体と連携した研究で、持続可能なまちづくりを目指す , 『VIEW21』

高校版 2020年度 4月号 2020年4月1日. 

3. 命を守り、経済を守るために採るべき政策とは 統計的な「生命価値」が指し示すコロナ対策 ,朝日

新聞 論座 2020年4月26日. https://webronza.asahi.com/business/articles/2020042500005.html  

4. 環境経営の進むべき方向性とは, WWD Beauty Vol. 598. 未来変える環境経営 オーガニック・ナチ

ュラル特集, p.16 2020年5月28日. 

5. オーガニックコスメブランドが取り組む環境対策 CO2排出削減に向けてグリーンエネルギーへの

転換進む, WWD https://www.wwdjapan.com/articles/1085557, 2020/06/10.  

6. 地球観測衛星を使って新型コロナの影響を解析 - JAXAとNASA、ESAが公開 

https://news.nicovideo.jp/watch/nw7542629 2020/06/30 10:07マイナビニュース 

7. ベクトルと九州大学が共同で、ESGスコアに関するグローバル調査-日本企業のESG運用はEU諸国

の水準に満たない結果に。ガバナンス領域のスコアが企業利益・株価の上昇に影響 2020年７月3

日  https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000265.000000204.html  

8. The world’s wealth is looking increasingly unnatural: As natural wealth is used up, economies will rely 

more on human capital, The Economist, July 18th, 2020. https://www.economist.com/graphic-

detail/2020/07/18/the-worlds-wealth-is-looking-increasingly-unnatural 

9. SDGs達成度 検証へ 能美市が協定 2大学と結ぶ, 中日新聞 2020年8月4日. 

https://www.chunichi.co.jp/article/99231?rct=k_ishikawa 

10. SDGs推進へ連携 能美市が先端大、九州大と協定, 北國新聞 2020年8月4日. 

11. 国連のSDGs、分かりやすく説く 糸島JCが絵本、制作 「わたしだけがいいなんて」 学校などに寄

贈, 毎日新聞 2020年9月29日. https://mainichi.jp/articles/20200928/ddl/k40/040/309000c 

12. 寄付募る力 動画は弱い？ 発信方法で金額に変化, 福井新聞 2020年９月３０日. 

13. まちづくり指針にSDGs 直方市審議会 基本構想案を答申, 読売新聞 2020年10月25日. 

14. 『新国富指標』活用 総合計画構想案直方市長に答申, 朝日新聞 2020年10月21日. 

15. 新総合計画案を答申 第6次総計 新国富指標掲げる,  西日本新聞 2020年10月22日. 

16. 第6次総合計画構想基本構想答申 直方市審議会, 毎日新聞 2020年10月31日. 

 

2021年度（2021年4月1日-2022年3月31日） 

1. 地銀がSDGsで取引先を支援 カード活用など知恵絞る, 朝日新聞 2021年4月1日. 

2. 温泉研究で包括連携協定 別府市や九州大学など, 日本経済新聞 2021年4月30日. 

3. 温泉の効果を医学的に検証 別府市と九州大が連携協定, NHK 2021年4月30日. 

4. 温泉研究で包括連携協定 別府市や九州大学など，日本経済新聞 2021年4月30日. 

5. 別府市と市旅館ホテル組合連合会、九大都市研究センター , 今日新聞 2021年5月1日. 

6. 九州大のセンターと別府市、市旅館ホテル組合連合会の協定： 温泉の免疫力向上効果を検証へ 先

端技術で有効な入浴方法探る, 大分合同新聞 2021 年 5 月 1 日. 

7. 温泉の免疫効果医療調査 別府市と九大など 実証研究へ協定, 毎日新聞 2021 年 5 月 11 日. 

8. 長大、九大と共同研究 地域振興の価値見える化 持続可能な小水力普及促進 , 建設通信新聞 

2021 年 5 月 13 日. 

9. 「地域資源」としての小水力発電、評価方法確立へ共同研究 九州大学と長大, 環境ビジネス 2021

年 5 月 19 日. 

10. 「温泉効果」科学で立証へ 九大、別府市、旅館ホテル組合が協定, 西日本新聞 2021 年 5 月 27 日. 

11. 九州電力グループ、森林クレジット申請を代行／自治体向けに新事業 ,電気新聞 2021 年 6 月 23 日. 

12. やさしいニュース, RKB 毎日放送局 RKB ニュース, 2021 年 6 月 24 日. 
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13. きょうからできる！～ＳＤＧｓはじめますスペシャル～ , RKB70 周年 SDGs プロジェクト カラフル

マンス, RKB 毎日放送局 2021 年 6 月 24 日. 

14. 【SDGs 起点の新事業開発】ESG 経営の次なるステージ 新国富指標による事業創出, 「月刊事業構

想」2021 年 7 月号 

15. 持続的発展へ連携協定 大分・国東市と長大、九州大学，日本経済新聞 2021 年 7 月 1 日. 

16. 取引先企業の SDGs 取り組み数値化、ふくおか FG・九大 -SDGs と九州・沖縄-，日本経済新聞 2021

年 7 月 2 日. 

17. SDGs 取引先取り組み度 数値化 ふくおか FG、九大と評価モデル開発 中小も対象、コンサル提供、

日本経済新聞, 2021 年 7 月 3 日. 

18. 国東市、地方創生目指し 2 団体と連携協定, 大分合同新聞 2021 年 7 月 8 日. 

19. 温泉の免疫力向上効果を検証 別府市で実証実験始まる, 大分合同新聞 2021 年 7 月 13 日.(web) 

20. 温泉の効果を医学的に検証 九州大と別府市が共同研究, NHK 2021 年 7 月 13 日. 

21. 温泉で免疫力上がるか 別府で実験 宿泊モニター協力, 大分合同新聞 2021 年 7 月 14 日. 

22. ガイアの夜明け、新素材で作る！魔法の服と靴、テレビ東京 , 2021 年 7 月 16 日. 

23. ストレス解消のはずが逆に疲れる……約 6 割が「ストレス解消疲れ」を経験、Yahoo! Japan ニュー

ス, 2021 年 8 月 5 日. 

24. 中間市で社会実験スタート 手軽に生ごみ処理できる機械 生活へのメリットは？, テレ Q ニュ

ース, 2021 年 8 月 25 日. 

25. 中間市で直接投入型ディスポーザの社会実験、九州朝日放送 , 2021 年 8 月 25 日. 

26. 日経デジタルフォーラム 新しい物差しで見える化 公益と私益の両立目指す、日本経済新聞, 2021

年 9 月 30 日. 

27. ふくおか FG、法人向け SDGs 評価サービス 関連ローン商品も、時事ドットコムニュース, 2021 年

10 月 05 日. 

28. FFG 企業の SDGs 評価の新サービス 独自モデルで現状可視化、経営後押し、長崎新聞 , 2021 年

10 月 06 日. 

29. ＳＤＧｓ支援へ 取り組み指標化、読売新聞, 2021 年 10 月 06 日. 

30. ふくおか FG、取引先の SDGs 達成度評価サービス，日本経済新聞 2021 年 10 月 12 日. 

31. 「自然資本」への貢献、経営指標に，日本経済新聞 2021 年 12 月 1 日. 

32. 温泉の入浴効果、泉質で差 九大都市センターが中間報告，日本経済新聞 2021 年 12 月 20 日. 

33. 大分・国東市、「カーボンネガティブ」宣言，日本経済新聞 2022 年 1 月 26 日. 

34. RKB 毎日放送「まちぷり」温泉で腸活！？ 注目！別府市の入浴実験. 「温泉と腸活 健康の未来～

別府市の実証実験～」, 2022/1/14. 

35. 中間市“健康寿命を伸ばす”連携協定、テレ Q(TVQ 九州放送), 2021/1/25(火). 

36. “大分・国東市、「カーボンネガティブ」宣言、日本経済新聞 , 2022 年 1 月 26 日. 

37. CO2「吸収量＞排出量」へ 国東市がカーボンネガティブプロジェクト、大分合同新聞 , 2022/01/28. 

38. TBS テレビ, 「新ビジネス CO2 クレジット」, 神アプデ！ニッポン！利用可能なアップデートが

世界中にあります, 2022 年 1 月 29 日.  

39. ふくおか FG、SDGs 評価システム外販 地銀やファンドに、日本経済新聞, 2022 年 2 月 2 日. 

40. 持続可能な地域医療とは  杵築市と市立山香病院、３月６日にフォーラム、大分合同新聞 , 

2022/02/24. 

41. “Climate Change Impacts on Developing Countries – Evidence from Sri Lanka” South Asia @ LSE, 2022/2/25. 

42. 交差点の矢印信号の設置率 鹿児島は九州・沖縄で 2 番目の低さ、情報 WAVE かごしま - NHK, 2022

年 3 月 16 日 (6:20-7:00pm). 

43. 日経スペシャル SDGs が変えるミライ ～小谷真生子の地球大調査～ 第 11 回, 2022 年 3 月 25 日

（金）21：00〜22：54. 
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2022年度（2022年4月1日-2023年3月31日） 

1. フォレストHDの吉村社長「医薬卸軸に機能高度化」、日本経済新聞 , 2022年4月6日. 

2. ふくおかFG子会社、SDGs支援で連携 登山の効果測定、日本経済新聞, 2022年4月7日. 

3. ニッキン「サステナブルスケール、企業の非財務活動を可視化 九大などと」, 2022年4月7日 

4. RKB毎日放送「お金では計れない価値見える化」, 2022年4月7日 

5. テレQ「ブームの登山に新しい価値 実証実験で「健康に良い」を数値化」, 2022年4月7日. 

6. 久山町、脱炭素社会へ本腰 「ネーチャーポジティブ」など宣言. 農家収入増と環境改善図る、西

日本新聞, 2022年4月19日. 

7. いい風呂の日(11月26日)に開催へ、大分合同新聞, 2022年4月23日. 

8. 企業・従業員の“持続的な”成長に必要な 新・評価指標、宣伝会議 編集部、2022.04.28 掲載 

9. SDGs達成へ向けて大学で発表会、RKB毎日放送NEWS、2022.06.25. 

10. 東洋経済ACADEMIC SDGsに取り組む大学特集 Vol.4、東洋経済、2022年7月8日（金） 

11. 第一回、RKBプロフェッサーZ, RKBオンライン、2022.07.20. 

12. ESG戦略は企業価値にどう影響するのか、AIツールでインパクトを予測／分析する、Yahoo!ニュー

ス MONOist, 2022年8月3日. 

13. 令和4年8月5日北九州市長定例記者会見2022/08/05 

14. 福岡銀行、北九州市からSDGs補助金の企業評価を受託、日本経済新聞, 2022年8月5日. 

15. 九州のDX,人材育成と両輪で: SDGs 九州大学が支援、日本経済新聞, 2022年8月9日. 

16. ［原子力政策転換・識者の見方］現実解を示すも、核融合言及必要 ,電気新聞, 2022年8月26日. 

17. 福岡・久山町 脱炭素めざし「早生桐」を植樹, RKB毎日放送NEWS, 2022年9月11日. 

18. ＳＤＧｓミライ ニッポンの強み弱みは!?コロナや戦争で変わる世界, ＢＳテレ東, 2022年9月25日. 

19. ESG経営 真価問われる時(2) 「日経SDGs/ESG会議」パネル討論・トークセッション, 日経BizGate, 

2022年10月21日. 

20. 取り組みの可視化・開示急げ, 日経新聞, 2022年10月21日. 

21. 自然資本も国富の一部、その軽視は経営リスクに , 週刊エコノミスト, 2022年10月24日. 

22. Well-being有識者インタビュー, 日経ザ・スタイル, 2022年10月30日. 

23. 国東市で子どもたちが多くのＣＯ２吸収する「早生桐」の苗植樹 , NHK, 2022年10月31日. 

24. 成長サイクル早い「早生桐」児童が植樹 二酸化炭素排出量マイナス目指す, テレビ大分, 2022年

10月31日. 

25. CO2吸収量が多い「早生桐」、国東市の児童が植樹, 大分合同新聞, 2022年11月4日. 

26. 温泉 新たな魅力創出へ, 読売新聞, 2022年11月27日. 

27. 「幸福度」向上は社会的な利益, 週刊エコノミスト, 2022年11月28日. 

28. 温泉入浴で疾病リスク低減確認、泉質・性別で異なる効果 , 日経新聞, 2022年11月28日. 

29. 別府ONSENアカデミア開催 温泉の可能性探る, 今日新聞, 2022年11月28日. 

30. 温泉入浴「疾病リスク低減」 九州大の馬奈木氏、別府市で検証結果公表, 大分合同新聞, 2022年

11月29日. 

31. 温泉とヨーグルトで腸活 おんせん県でユニークな取り組み, テレビ大分, 2022年12月19日. 

32. 温泉とヨーグルトで腸内環境を整え健康に 「別府腸活プロジェクト」実施へ, 大分放送, 2022年12

月19日. 

33. ヨーグルト×温泉で健康に 別府市・明治が「温泉腸活」, 日経新聞, 2022年12月20日. 

34. 温泉とヨーグルト「整う力」で連携, 大分合同新聞, 2022年12月20日. 

35. 別府市と明治ブルガリアヨーグルトによる別府温泉腸活プロジェクトがスタート , 読売新聞, 2022

年12月21日. 

36. ヨーグルト×温泉で健康に 観光促進に包括連携, 日経新聞, 2023年1月7日. 

37. 温泉とヨーグルトで免疫力向上を, 毎日新聞, 2023/1/11. 

38. Natural Capital、CO2削減クレジット取引組織設立 九電など33社参画, 日刊工業新聞, 2023年1月17



 

32 

1-2001 

日. 

39. 人権・環境への配慮をAI評価 製品やサービスのリスク指標化、九大が開発, 西日本新聞, 2023年1

月17日. 

40. 生産性向上に寄与する建設ICTツールは「ドローン」, CNET Japan, 2023年1月19日. 

41. この人にこのテーマ／ナチュラルキャピタル・馬奈木俊介理事長／排出権取引市場確立へ共同事

業体設立／アジア太平洋が舞台, 鉄鋼新聞, 2023/1/24. 

42. 商品・サービスのESGを評価する「ＡＩシステム」の貢献, 日刊工業新聞, 2023年01月31日. 

43. 大分・佐伯市がブルーカーボン事業 九州大、県漁協と協定, みなと新聞, 2023年02月02日. 

44. 建築業の2024年問題...労働時間の上限規制が適用 求められる「働き方改革」「建設DX」に向け、

期待のICTツールは？, J-CASTニュース, 2023年02月03日. 

45. 企業主導でカーボンクレジット急伸, 週刊エコノミスト, 2023年2月10日. 

46. 海のSDGs推進、海藻育てCO2削減へ 佐伯市など３者が協定, 大分合同新聞, 2023年02月１2日 

47. 投資や需要を喚起する企業の「ESG」, 週刊エコノミスト, 2023年2月13日. 

48. 最新 豪華客船の旅 温泉の実験とは, newsおかえり, 朝日放送テレビ, 2023年03月１4日. 

49. CO2吸収し排出枠販売 九州大学、自治体と相次ぎ連携, 日経新聞, 2023年03月１5日. 

50. 人権や教育を含む人的資本の軽視が企業価値を損なう , 週刊エコノミスト, 2023年3月20日. 

 

（５）本研究費の研究成果による受賞  

 

⚫ 研究代表者の馬奈木俊介が第80回西日本文化賞を受賞 

馬奈木俊介（研究代表者）は、持続可能な社会の価値を示し、SDGsの成果指標となる「新国富指

標」を提唱した功績により西日本文化賞奨励賞学術文化部門の受賞となった。 

⚫ 「脱炭素チャレンジカップ2023」文部科学大臣賞受賞／久山町  

福岡県久山町は、馬奈木俊介（研究代表者）がセンター長を務める九州大学都市研究センターと

連携して「新国富指標を活用したまちづくり」に取り組んでおり、その中で、2022年3月に「カー

ボンネガティブ＆ネイチャーポジティブ」を宣言し、自然資本の向上のための取り組みを実施し

ている。これらの成果が評価され、同町は、約200団体の応募があった「脱炭素チャレンジカッ

プ」において「文部科学大臣賞（社会活動分野）」を受賞した。  

 

（６）その他の成果発表 

 

 特に記載すべき事項はない。 

  



 

33 

1-2001 

Ⅳ．英文Abstract  

 

Regional Circular and Ecological Sphere: Theory and Practice  

 

Principal Investigator: Shunsuke MANAGI 

Institution:  744 Motoka Nishi-ku, Fukuoka, JAPAN 

  Tel: +81-92-802-3405   

E-mail: managi@doc.kyushu-u.ac.jp 

Cooperated by: Kyushu University, Departments of Civil Engineering 

 

Key Words: Circular and ecological economy, Inclusive wealth index, Natural capital, Spatial economics, Input 

output table, IW footprint (Inclusive wealth footprint) 

 

[Abstract] 

This research development (this subtheme) created a theoretical economic model of the ‘circular and ecological 

economy’ and provided empirical evidence. To do this, this research development (this subtheme) created a 

theoretical economic model using the concept of the inclusive wealth index and developed a system to assess the 

sustainability of each municipality by showing the inclusive wealth footprint. These analyses showed that 

municipalities with low population density and a depopulation trend but that are rich in natural capital and have a 

higher population engaged in agriculture, forestry, and fisheries than other municipalities ar e highly dependent 

on other municipalities and that such regions are the ones that will inevitably lose more population unless 

activities are undertaken to increase their natural capital. Based on this implication, this research and 

development (this subtheme) has concluded that a drastic solution to declining natural capital and human capital 

would be commercializing carbon credits using the forests, agricultural land, and fishery resources in the 

community as a CO2 sink. This social implementation is taking place in several municipalities. 

 


